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別紙１ 

 

令和 5 年度せんだいのびすくサポーター参画促進業務委託 仕様書  

 

 

1. 目的 

本市では、子育て家庭に優しい取組みや、子どもの遊び場を提供し、子ども・子育て家庭を

応援する店舗や施設を「せんだいのびすくサポーター」（以下、「サポーター」という）とし

て募集し、子育て情報サイト「せんだいのびすくナビ」を通じて発信している。 

本業務により市内事業者に対しサポーターへの参画を促し、また、子育て家庭にサポーター

の周知を行うことで、地域社会全体で子ども・子育てを応援していく機運を醸成し、子育てし

やすいまちに繋げていくことを目的とする。 

 

2. 業務内容   

(1) 印刷物のデザイン及び制作等          ＜A4両面カラー/モノクロ、1,000部＞     

事業者向けのサポーター参画促進を目的としたチラシ1,000部を印刷すること。令和4年度

せんだいのびすくサポーター参画促進業務委託で作成したチラシ（別紙3のとおり）のイメー

ジを継承したデザインとして構わないが、参画促進に向けてより効果的なデザイン案がある場

合は提案すること。仙台市と協議の上、最終的にデザインを決定する。過年度のチラシ、「せ

んだいのびすくナビ」のロゴマーク、アプリホーム画面、「せんだいのびすくサポーター」の

ロゴマーク、各種リンク先二次元コードの画像データは仙台市が提供する。 

(2) サポーター参画促進（ターゲット：市内事業者や施設） 

(ｱ) 市内事業者への声掛け               

受託者のネットワークを活かし、市内事業者や施設のサポーター参画を促すこと。新

規登録件数100件以上を目標とする。参画促進にあたっては、(1)で作成したチラシを

活用すること。声掛け先は、受託者が有するネットワークやサポーターの趣旨を踏まえ

て選定し、声掛け先一覧を作成の上、仙台市と協議すること。また、参画促進に有効な

手法を提案し、仙台市と協議の上、実施すること。 

サポーターへの登録申請は、仙台市が用意するウェブサイトからの電子申請を基本と

するが、電子申請に不慣れな店舗等も参画できるよう、紙面やファクスでの申請を想定

し、本市がデータを提供する登録申請用紙を用いて広報活動すること。登録申請用紙は

必要部数印刷すること。 

(ｲ) 登録申請受付 

紙面やファクスでの登録申請は受託者が受け取り、以下の事務を行うこと。ウェブサ

イトからの電子申請は仙台市が確認・管理するため、本委託業務の対象外とする。 

・登録申請用紙の連番管理、内容の確認・調整 
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・登録申請用紙現物及びエクセル台帳を週次で仙台市に提出 

(3) サポーター利用促進 （ターゲット：子育て家庭）   

子育て家庭における、せんだいのびすくサポーターの認知度向上に向けたＰＲ手法について、

具体的に提案すること。サポーター利用促進を目的としたチラシを作成・配布する場合は、令

和3年度仙台市子育て応援に係るサポーター登録事務等業務委託で作成したチラシ（別紙4の

とおり）にイメージを継承したデザインとして構わないが、参画促進に向けてより効果的なデ

ザイン案がある場合は提案すること。過年度のチラシ、「せんだいのびすくナビ」のロゴマー

ク、アプリホーム画面、「せんだいのびすくサポーター」のロゴマーク、各種リンク先二次元

コードの画像データは仙台市が提供する。また、配布先について提案し、仙台市と協議の上、

決定する。 

 

3. 成果物 

この業務に係る成果品は以下の通りとする。 

(1) 参画促進チラシ    令和６年３月26日まで  【チラシ残部及び電子データを納品】 

(2) 利用促進チラシ（※）  令和６年３月26日まで  【チラシ残部及び電子データを納品】 

(3) 声掛け状況一覧    令和６年３月26日まで  

【声掛け先、方法、状況等が分かる一覧（紙媒体1部及び電子データ）】 

(4) 登録申請エクセル台帳 令和６年３月26日まで 【最終版（紙媒体1部及び電子データ）】 

※作成した場合のみ納品すること  

 

4. 委託期間 

契約日から令和６年３月２６日までとする。 

 

5. 委託料の支払い 

原則として、受託者から提出される成果物により、委託業務が適切に実施されたことを確認し

た後、受託者からの請求に基づき業務委託料を支払うものとする。 

 

6. 著作権 

(1) 本業務で受注者が納入した成果物について、基本的に一切の権利は本市に帰属する。また、

受注者は、本市に対して著作者人格権を行使しないものとする。ただし、受注者に属する

著作権、特許権、肖像権が残存する場合等において、受注者が、その権利を行使する場合

には、その内容を明示し、書面により本市の承認を得ること。 

(2) 受注者は、本仕様書による成果物が、本市以外の者が有する著作権、特許権、肖像権等の

権利を害していないことを確認すること。 

(3) 受注者は、一切の権利を本市に帰属するものとした成果物について、本市がインターネッ

トを含む対外的な発表を行うこと、複製、翻訳、翻案、譲渡及び貸与することに関して、
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受注者は一切の異議を申し立てないこと。なお、これは契約期間終了後においても同様と

する。 

 

7. その他留意事項 

(1) 委託業務の履行に当たり、再委託が必要な場合は、必ず本市の承諾を得ること。ただし、

個人情報を取扱う業務に関しての再委託は、特別な事情があると発注者が認めた場合を除

き禁止する。 

(2) 受託者は、本業務の実施にあたって、随時、本市と連絡調整を行う。 

(3) 受託者は、本事業の実施に当たっては、労働基準法、労働関係調整法、最低賃金法、著作

権法、その他の関係法令を遵守する。 

(4) 受託者は、「個人情報保護法」、「仙台市行政情報セキュリティポリシー」「情報システム処

理に伴う個人情報に係る外部委託に関するガイドライン」及び契約書添付の「個人情報の

取扱いに関する特記仕様書」を遵守する。 

※ 「仙台市行政情報セキュリティポリシー」は，下記アドレスを参照のこと。 

https://www.city.sendai.jp/security/shise/security/security/mokuji/index.html 

※ 「情報システム処理に伴う個人情報に係る外部委託に関するガイドライン」は，下

記アドレスを参照のこと。 

https://www.city.sendai.jp/security/shise/security/security/security/guidelines.html 

(5) この仕様書に定めるもののほか、本業務の進捗状況等により変更等が必要な事項は、別途

委託者と受託者が協議して決定する。 
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別記 

個人情報等の取扱いに関する特記仕様書 

 

１ 定義 

（１）個人情報 

個人情報の保護に関する法律第2条第1項（仙台市議会における業務を委託する場合にあっ

ては，仙台市議会の個人情報の保護に関する条例第2条第1項）に規定する個人情報をいう。 

 

（２）死者情報 

   死者に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定

の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ，それにより，特

定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 

 

（３）個人情報等 

   個人情報及び死者情報を総称していう。 

 

２ 個人情報等の適正な取扱い 

 

（１）個人情報等の取扱い 

この契約において，「個人情報等の取扱い」とは，個人情報等に関する収集，記入，編集，加

工，修正，更新，検索，入力，蓄積，変換，合算，分析，複写，複製，保管，保存，搬送，伝

達，出力，消去，廃棄等の一切の行為をいう。 

 

（２）個人情報等の適正な取扱いに関する規定の遵守 

受注者は，この契約の履行に伴う個人情報等の取扱いについて，個人情報の保護に関する法

律又は仙台市議会の個人情報の保護に関する条例及び仙台市死者情報保護事務取扱要綱の趣

旨に則り，業務委託契約書に規定する個人情報等の保護に関する事項を遵守しなければならな

い。 

   

（３）個人情報等の取扱いについての再委託の禁止 

受注者は，この契約の履行に伴う個人情報等の取扱いについて，再委託をしてはならない。 

ただし，特別な事情があると発注者が認めた場合はこの限りではない。 

 

（４）個人情報等の適正な取扱いの確保に関する調査票の遵守 

受注者は，発注者に提出した個人情報等の適正な取扱いの確保に関する調査票に記載した事

項を遵守しなければならない。 

 

３ 個人情報等の取扱いを行う場所及び作業内容 

 

（１）作業場所及び作業内容 
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個人情報等の取扱いを行う場所（以下「作業場所」という。）及び作業内容は，別紙「個人情

報等の取扱いに係る作業場所及び作業内容に関する届」のとおりとする。 

 

 

（２）届の提出等 

受注者は，「個人情報等の取扱いに係る作業場所及び作業内容に関する届」を，個人情報等の

取扱いに係る作業の開始前までに発注者に提出しなければならない。 

 

（３）作業場所等の変更 

受注者は，作業場所又は作業内容について変更しようとする場合は，変更の理由を付して発

注者に書面で申し入れ，変更後の作業場所又は作業内容について，発注者による事前の調査及

び承認を受けなければならない。 

なお，作業場所の変更には，別の場所への切替えのほか，区画，部屋等の仕切りの変更，設

備の改造等を含む。 

 

４ 個人情報等の取扱いに係る体制 

 

（１）管理監督者 

① 管理監督者とは，個人情報等保護責任者及び,作業責任者をいう。 

 

② 個人情報等の取扱いに係る作業の管理監督者は，別紙「個人情報等の取扱いに係る管理

監督者に関する届」（以下「管理監督者届」という。）のとおりとする。 

 

（２）作業従事者 

個人情報等の取扱いに係る作業従事者は，別紙「個人情報等の取扱いに係る作業従事者に関

する届」（以下「作業従事者届」という。）のとおりとする。 

 

（３）誓約書 

受注者は，管理監督者及び作業従事者に対して，個人情報等の取扱いに関する遵守事項を周

知し，社内において，個人情報等の適正な取扱いに関して誓約書に押印させ，提出させなけれ

ばならない。 

 

（４）届等の提出等 

受注者は，管理監督者届，作業従事者届及び誓約書の写しを，個人情報等の取扱いに係る作

業の開始前までに発注者に提出しなければならない。 

 

（５）管理監督者又は作業従事者に関する変更等 

① 受注者は，管理監督者又は作業従事者について変更し，追加し，又は減少させようとする

場合は，変更等の理由を付して発注者に書面で申し入れ，管理監督者又は作業従事者の変更

等について，発注者の事前の承認を受けなければならない。 
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管理監督者又は作業従事者に関する事項（役職，氏名，経歴，資格，作業内容，所属，身

分その他個人情報等の保護に関して重要な事項）について変更しようとする場合も同様とす

る。 

② ①による管理監督者又は作業従事者の変更等にあたっては，申入れの書面に，変更後の管

理監督者届，作業従事者届及び誓約書（誓約書については，変更又は追加された管理監督者

又は作業従事者の分に限る。）を添付しなければならない。 

 

（６）第三者による個人情報等の取扱いの禁止等 

① 受注者は，（４）の届に記載した者又は（５）の発注者の承認を受けた者以外の個人及び法

人その他の団体（以下「第三者」という。）に，個人情報等の取扱いを行わせてはならない。 

② 受注者は，この契約の履行において，第三者に個人情報等の取扱いを行わせる必要がある

と判断するときは，その理由を付して発注者に書面で申し入れ，当該第三者による個人情報

等の取扱いについて，発注者の事前の承認を受けなければならない。 

 

５ 個人情報等の受渡し，搬送 

 

（１）個人情報等の受渡し 

① 受注者は，個人情報等の受渡し（納品，貸与品の返却に伴うものを含む。以下同じ。）につ

いて，その日時，場所，担当者，内容，数量等の必要な事項を計画として定め，当該計画を

記載した書面を発注者に提出しなければならない。 

② 発注者及び受注者は，現に個人情報等の受渡しを行う場合には，その日時，場所，担当者，

内容，数量等の必要な事項について記録した書面を作成し，受渡し完了後に発注者と受注者

双方の署名，押印等をもって確認するものとする。 

 

（２）個人情報等の搬送 

① 受注者は，個人情報等の搬送について，その日時，経路，担当者，荷物の梱包状況，使用

車両，交通手段等の必要な事項を計画として定め，当該計画を記載した書面を発注者に提出

しなければならない。 

② 発注者及び受注者は，現に個人情報等の搬送を行う場合には，その日時，経路，担当者，

荷物の梱包状況，使用車両，交通手段等の必要な事項について記録した書面を作成し，搬送

完了後に発注者と受注者双方の署名，押印等をもって確認するものとする。 

 

（３）計画の変更等 

受注者は，個人情報等の受渡し及び搬送に関する計画を変更しようとする場合は，変更後の

計画を記載した書面を発注者に提出しなければならない。 

 

（４）計画を記載した書面等の統合 

個人情報等の受渡し及び搬送に関する計画を記載した書面（変更に係るものを含む。）及び現

に個人情報等の受渡し及び搬送を行う場合の記録の書面は，発注者と受注者の協議により，こ

れらの書面の全部若しくは一部又はこの契約の履行に係る他の書面と統合して作成し，使用す
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ることができる。 

 

６ 個人情報等の保護に関する計画 

 

（１）人的，物理的及び技術的な保護に関する措置の計画 

受注者は，個人情報等の取扱いにあたっての人的，物理的及び技術的な保護に関する以下の

措置について具体的な計画を定め，当該計画を記載した書面を発注者に提出し，事前に発注者

の承認を受けなければならない。 

・個人情報等の保護，適正な取扱いに関する遵守事項の周知（周知文の配付，掲示等） 

・個人情報等の保護に関する研修等の実施 

・管理監督者の作業への立会い・監督等の体制の整備（管理監督者の人数，立会い時間，作業

の開始・終了，休憩時間の監督体制等） 

・作業場所等における管理監督者及び作業従事者の表示（名簿の作成，掲示等） 

・管理監督者，作業従事者，訪問者等第三者の識別（識別票の携行，名札の着用等） 

・作業場所で従事している者の把握（出欠の表示等） 

・作業分担の周知・確認（作業分担表の作成，掲示，配付等） 

・作業従事者の入替わり・交代の手順（入替わり・交代に要する時間，業務の引継ぎ・確認等） 

・作業場所への出入の管理（守衛，ＩＤカード等による入室権限の確認等） 

・作業場所の施錠の管理（施錠者・開錠者の指定，鍵の保管方法等） 

・作業に使用する機器類（主にパソコン，外付けドライブ等の情報機器等）の限定・特定（種

類・性能，台数等の確認，複数業務の同時並行処理の禁止等） 

・持込み・持出し品等の管理（出入者，許可者，日時，目的，持出し・持込み物品の記録等） 

・個人情報等の保管方法（耐火保管庫の設置・利用，保管庫の鍵の管理等） 

・個人情報等の管理方法（保管場所からの持出し，返却方法等） 

・個人情報等の不正な複製，複写等の防止（持ち運び型の電磁的記録媒体への記録・複製の権

限管理，紙媒体の複写の権限管理等） 

・防犯（守衛による巡視，機械による監視等） 

・防火（防火責任者の指定等） 

・物品紛失，盗難等の防止（端末等のワイヤー固定，外部記録媒体等の物品の数量管理等） 

・個人情報等への不正なアクセスの防止（ＩＤ・パスワードによる権限確認，アクセス記録の

作成・保管，ネットワークからの独立等） 

・個人情報等の送信防止（電子メール等による個人情報等の送信の防止等） 

・個人情報等の改ざん・破壊・漏えい等の防止（ウィルスチェックの実施，作業機器への不要

なソフトウェアの導入禁止等） 

・事故・障害による被害の拡大防止（バックアップの適切な取得，バックアップの保管方法，

補助電源の設置等） 

・事故・障害発生時の緊急連絡体制の整備（発注者・受注者・その他の関係者等の連絡網の作

成，周知等） 

・作業状況の報告（作業日報の作成，定期的又は発注者の要求に応じた作業状況の報告等） 

・作業上不要な情報の消去，廃棄等（消去・廃棄方法の指定とその確認・記録等） 
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・契約の終了・解除又は発注者の指示による貸与品の返却，成果品の納品，複写物等の消去・

廃棄等（返却・納品・消去・廃棄方法の指定とその確認・記録等） 

 

（２）受注者の工夫等 

① （１）の措置の事項は例示であって，受注者が，この契約の履行にあたり特に必要とされ

る措置又は受注者の工夫による保護の措置について計画することを妨げない。 

② 受注者は，（１）の措置について，これらを複合的に実施し，個人情報等の保護をより確実

なものとしなければならない。 

 

（３）計画の変更等 

受注者は，個人情報等の保護に関する計画を変更しようとする場合は，変更後の計画を記載

した書面を発注者に提出し，事前に発注者の承認を受けなければならない。 

 

（４）計画の是正等 

① 発注者は，受注者の提出した計画を記載した書面（変更に係るものを含む。）について，個

人情報等の保護に関する措置として不十分な点があると認めるときは，受注者に是正を求め

ることができる。 

② 受注者は，発注者による是正の要求に対して，速やかに対応しなければならない。 

 

７ 立会い，実地調査等 

 

（１）作業への立会い 

① 受注者は，この契約の履行に係る個人情報等の取扱いの作業について，発注者が立会いを

求める場合は，これを拒否してはならない。 

ただし，受注者自身の情報保護措置に支障をきたす等の正当な理由がある場合は，その理

由を明示して，発注者の立会いを拒否することができる。 

② 発注者は，①のただし書きにより，作業への立会いを拒否された場合は，受注者に対して

作業状況の報告を求めることができる。 

 

 

（２）個人情報等の取扱いに関する調査 

① 発注者は，この契約の履行に係る個人情報等の取扱いの状況について，受注者の作業場所

その他の施設について，定期又は不定期に調査を行うことができる。 

この契約が終了し，又は解除された場合においては，この契約の履行に係る個人情報等の

取扱いに関する事項に限り，受注者に対して調査を行うことができる。 

② 受注者は，①の調査を拒否してはならない。 

ただし，受注者自身の情報保護措置に支障をきたす等の正当な理由がある場合は，その理

由を明示するとともに，この契約の履行に係る個人情報等の取扱いが適正であることを証明

したときに限り，発注者の調査を拒否できる。 
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別紙１ 

（３）個人情報等の取扱いに関する改善指導 

①発注者は，（２）に規定する調査により，受注者の個人情報等の取扱いに不適切な点を認めた

ときは，受注者に対して，必要な是正措置をとるべきことを請求することができる。 

②受注者は，発注者による是正措置の請求に対して，速やかに対応しなければならない。 

しなければならない。 


